就労移行等実態調査について（調査事業所記入要領）
・「平成２５年度就労移行等実態調査」「平成２６年度就労移行等実態調査」の調査対象は、当該年度の１０月１日時点で、就労移行支援・就労継続支援Ａ型・就労継続支援Ｂ型の指定を受けている事業所となります。
・都道府県から配布された「平成２５年度就労移行等実態調査」「平成２６年度就労移行実態調査」に記入のうえ、都道府県の指定期日までにご提出ください。
・主たる事業所と従たる事業所がある場合は、主たる事業所へ集約し、調査票を作成してください。

・エクセルシートに直接入力した場合、入力したものが、自動編集用シートに自動的に反映されるようになっています。
　　【調査票の対象事業所・施設】

　  ・就労移行支援・就労継続支援Ａ型・就労継続支援Ｂ型
　　
　
【調査票の留意事項】
○問１について
　・法人名は法人格から記入してください。

○問２について
　・法人で複数の事業を実施している場合は、事業毎に調査票を作成してください。就労移行支援事業と就労継続Ｂ型を実施している場合は、ファイルをコピーし、それぞれ１枚ずつ調査票を作成してください。また、多機能事業所の場合もそれぞれの事業について調査票を作成してください。
○問４について
・問４（２）、利用者実人数（年度内において1日でも利用のあった者の人数の合計）を記入してください。
・問４(３)、それぞれの時点における利用者（利用契約を締結している者の人数の合計）を記入してください。
・問４（４）、（５）男女別の人数及び障害別の人数の合計数が問４（３）の利用者の合計人数と一致しているか確認してください。
・問４（６）障害基礎年金受給者については、問４（３）の当該年度の１０月１日時点の利用者数以下となっているか確認してください。
・問４（７）利用前状況については、貴事業所を利用する前６ヶ月の間の状況を記入してください。たとえば、特別支援学校を卒業し、２ヶ月間の在宅を経て利用された場合は、「２特別支援学校」を記入してください。「９　在宅（６ヶ月以上未就学の者も含む）」は６ヶ月以上所属がなく、在宅生活が続いていた場合のみ該当となります。
○問５（１）について
・調査期間内に同一人物が複数回退所した場合、それぞれ集計し記入してください。
・問５（２）（３）について問５（１）の該当期間内の「１　就職」欄の人数と一致しているか確認してください。
・問５(５)については、同一の者に複数の方法で定着支援を行った場合は、それぞれ集計し記入してください。
　　【例】　Ａさん　訪問２回、電話３回、交流会１回

　　　　　　Ｂさん　訪問１回、電話１回、来所１回　の場合

	　
	定着支援方法・人数

	方法
	訪問による支援
	勉強会・研修会・交流会
	電話、メール等による支援
	来所による支援
	その他

	実人数
	　２
	人
	　１
	人
	　２
	人
	　１
	人
	　０
	人


・問５(６)、(７)
就労移行支援事業から就職した者とは、過去に就労移行支援事業所から就職したすべての者（旧体系から移行した施設については移行前に就職した者を含む）で、就職を継続した期間は問いません。就職者全ての者のうち、当該年度内に離職した人数を障害種別に記入してください。
○問６について

・延人数欄については、施設外就労・施設外支援１日につき１人としてください。

・延人数欄と実人数欄については、延人数が実人数以上となっているか確認してください。
　○問７について

　　･「業務請負等売上」とは、業務を請け負い、報酬を得た生産活動を指します。

　　･「自主製品等売上」とは、物品の製造･販売や飲食店の経営を行うなど、業務請負以外の売上をいいます。

　○問８について
　　・平均賃金（工賃）の月額は、「平成25年9月（または平成26年9月）の事業所全体の工賃支払い総額」÷「支払い対象者の総数（当該月に1日でも利用のあった者）」で算出します。

・時間額は「平成25年9月（または平成26年9月）の事業所全体の工賃支払い総額」÷「上記の支払い対象者の延べ労働（作業）時間」で算出します。
事業所向け








